
施策名 施策
コード

二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

1101 一般 地域情報化推進対策費
国、市町村、産業界、道民と連携
し、北海道の情報化を総合的に推
進する。

DX推進
課・情報
政策課

1,765 1,765 0.3 2.9 3.2 26,757
現状維

持

引き続き、国、市町村、産業界、道
民と連携し、北海道の情報化を総合
的に推進するとともに、市町村にお
けるICT-BCPの策定を促す必要が
あるため。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術の活用を前提とした仕組みづく
りを図るため、行政のデジタル化の
推進や道民の利便性向上は重要で
あることから、取組の一層の推進を
検討すること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

・「北海道Society5.0」の実現に向
け、引き続き、国、市町村、産業界、
道民と連携し、北海道の情報化を総
合的に推進する。

・R3年度からオンラインによる打合
せなどを実施しており、引き続き、同
様の手法で打合せなどを行う。

1 一般 地域情報化推進会議開催経費等 ② 461 461 － ④ ①

すでに会議運営に最低限必要な職
員以外はオンラインで参加するよう
対応済みであり、今後もさらなる見
直しの検討に努める。

○ ⑦ ①

すでに会議運営に最低限必要な職
員以外はオンラインで参加するよう
対応済みであり、今後もさらなる見
直しの検討に努める。

○ ①

すでに会議運営に最低限必要な職
員のみの参加とし、参加人数を減ら
すことにより対応済みであり、今後
もさらなる見直しの検討に努める。

2 一般 国・都道府県等との連携・協力 ② 949 949 － ④ ②

各種会議の主催者により指定され
る開催方法（対面・オンラインなど）
により都度参加方法を決定してお
り、今後も可能な限り見直しの検討
に努める。

○ ⑦ ②

各種会議の主催者により指定され
る開催方法（対面・オンラインなど）
により都度参加方法を決定してお
り、今後も可能な限り見直しの検討
に努める。

○ ②

各種会議の主催者により指定され
る開催方法（対面・オンラインなど）
により都度参加方法を決定してお
り、今後も可能な限り見直しの検討
に努める。

○ ○ ○

3 一般
北海道ＩＣＴ推進委員会議運運営経
費

② 52 52 － ④ ①
テレビ会議及び共聴放送を活用して
実施済みであり、今後もさらなる見
直しの検討に努める。

○ ⑦ ①
テレビ会議及び共聴放送を活用して
実施済みであり、今後もさらなる見
直しの検討に努める。

○ ①

接触機会の低減のため、テレビ会
議及び共聴放送を活用して実施済
みであり、今後もさらなる見直しの
検討に努める。

4 一般 事務費 ② 303 303 － ④ ②
監査に要する経費であり実地での
確認が不可欠であるが、今後も可
能な限り見直しの検討に努める。

○ ⑦ ②
監査に要する経費であり実地での
確認が不可欠であるが、今後も可
能な限り見直しの検討に努める。

○ ②
参加人数を減らすことなどにより対
応済みであり、今後も可能な限り見
直しの検討に努める。

○ ○ ○

1102 一般 公的個人認証サービス運営事業 ②

第三者による情報の改ざんの防
止、通信相手の確認等を行うため、
公的な個人認証サービスを提供す
る。

ＤＸ推進
課

80,035 69,249 0.8 1.4 2.2 97,217
現状維

持
引き続き公的な個人認証サービス
の提供を継続する必要があるため。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

○ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術の活用を前提とした仕組みづく
りを図るため、行政のデジタル化の
推進や道民の利便性向上は重要で
あることから、取組の一層の推進を
検討すること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

・「北海道Society5.0」の実現に向
け、引き続き、公的な個人認証サー
ビスの提供を行う。

・R3年度からオンラインによる打合
せなどを実施しており、引き続き、同
様の手法で打合せなどを行う。

1103 一般 情報システム推進費 ②

事務の効率化・利便性の向上を図
るため稼働している各種情報システ
ムの維持・管理業務及びアドバイ
ザー委託等の最適化経費

情報政
策課

4,067,117 3,871,032 10.0 1.4 11.4 4,156,151
現状維

持

引き続き、情報システム診断等を実
施の上、各情報システムの最適化
を進める必要があるため。

－ ④ ①

情報システム診断時など外部の事
業者との打合せはオンラインで実施
済みであり、今後もさらなる見直し
の検討に努める。

○ ⑦ ①

情報システム診断時など外部の事
業者との打合せはオンラインで実施
済みであり、今後もさらなる見直し
の検討に努める。

○ ①

情報システム診断時など外部の事
業者との打合せはオンラインで実施
済みであり、今後もさらなる見直し
の検討に努める。

北海道Society5.0を推進し、未来技
術を活用した将来にわたり安全・安
心で豊かな社会の実現を図るため、
行政のデジタル化の推進や道民の
利便性向上は重要であることから、
取組の一層の推進を検討すること。

現状維
持

「北海道Society5.0」の実現に向け、
引き続き、ＩＣＴの活用を検討・導入
し、北海道の情報化を総合的に推
進する。

1104 一般
社会保障・税番号制度に係る情報
システム構築事業

②

社会保障・税番号制度関連法に対
応する際、既存システムとの連携に
必要となる、宛名管理システムの構
築等を行う。

情報政
策課

29,791 25,719 3.4 0.0 3.4 56,345
現状維

持

引き続き、マイナンバー制度利用事
務と連携するシステムの運用・管理
が必要であるため。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

○ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術の活用を前提とした仕組みづく
りを図るため、利用者視点でのデジ
タル化の推進は重要であることか
ら、取組の一層の推進を検討するこ
と。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

・「北海道Society5.0」の実現に向
け、引き続き、マイナンバー制度利
用事務と連携するシステムの運用・
管理を行う。

・R3年度からオンラインによる打合
せなどを実施しており、引き続き、同
様の手法で打合せなどを行う。

1105 一般
道情報システムセキュリティ強靱化
事業

②

道のシステムのセキュリティの強靱
化を図るため庁内ネットワークの分
離やセキュリティクラウドを推進す
る。

DX推進
課

100,552 100,552 1.3 0.0 1.3 110,705 拡充
民間事業者が提供するクラウドサー
ビス利用への移行に伴い事業費が
増加するため。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

○ ⑦ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

○ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術を支える社会的・人的基盤の
整備を図るため、「北海道
Society5.0」を支えるセキュリティ対
策は重要であることから、取組の一
層の推進を検討すること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

拡充 ○ ○ ○

・「北海道Society5.0」の実現に向
け、総務省のセキュリティ基準を満
たす民間サービスへの移行などを
行う。

・R3年度からオンラインによる打合
せなどを実施しており、引き続き、同
様の手法で打合せなどを行う。

1106 一般 Smart道庁関連事業 ②

業務改善、職員の働き方改革、内
部統制及びICT利活用を総合的・一
体的に進め、安定的、持続的、効率
的且つ効果的な行政基盤を確立す
ることで、組織活力の向上を図り、
道民サービスの質の向上と行政へ
の信頼性確保を目指す。

情報政
策課

75,196 75,196 3.0 0.0 3.0 98,626 拡充

本施策は現在進行形であり、引き続
き業務改善、職員の働き方改革、内
部統制及びICT利活用を総合的、一
体的に進める必要があるため。

－ ④ ②
外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

○ ⑥⑦ ②

道庁における業務の効率化・省力
化・多様で柔軟な働き方の実現のた
め引き続き事業を推進する必要が
ある。
なお、外部との打合せなどの際は、
オンラインによる打合せに努める。

○ ②

本事業は、オンライン化を進めるた
めの基盤整備事業である。なお、外
部との打合せなどの際は、オンライ
ンによる打合せに努める。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術を活用した将来にわたり安全・
安心で豊かな社会の実現を図るた
め、行政のデジタル化の推進や道
民の利便性向上は重要であること
から、取組の一層の推進を検討す
ること。

・テレワーク環境整備の一環として
令和3年度に5,000台超のパソコン
が一括で整備されることを契機に、
今後のパソコン整備、保守、更新の
あり方について予算措置も含めて検
討すること

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

拡充 ○ ○ ○

・「北海道Society5.0」の実現に向
け、全職員へのスマートフォンの配
布を行うなど、道庁のデジタル化の
推進に取り組む。

・業務改善、職員の働き方改革、内
部統制及びICT利活用を総合的、一
体的に進めるため、全職員へのス
マートフォンの配布を行うなど、更な
る職員の働き方改革の推進に取り
組む。

・R3年度からオンラインによる打合
せなどを実施しており、引き続き、同
様の手法で打合せなどを行う。

1107 一般 「北海道Society5.0」推進事業

「北海道Society5.0」の実現に向け、
ICTやAI、ロボットなどの未来技術を
活用し、道内市町村の課題解決を
行う事業への補助や産学官が連
携・協働し、オール北海道で取組を
推進するための体制構築を行うとも
に、データの利活用、デジタル人材
の育成・確保に向けて取り組む。

DX推進
課

31,000 1,000 3.0 0.0 3.0 54,430 終了

産学官が連携して取り組むため構
築した推進体制の維持のため、来
年度以降も継続して有識者会議を
設置するほか、北海道Society5.0の
実現に向けて重要な「データ利活
用」及び「デジタル人材の育成・確
保」に関する取組を一層進める必要
がある。

・北海道Society5.0を推進し、データ
の共有と活用の仕組みづくりを図る
ため、広範な主体による公共データ
の利活用に向けたオープンデータ
の推進は重要であることから、モデ
ル事業の検証を実施し事業の再構
築を検討するなど、取組の一層の
推進を検討すること。

・補助事業における、脱炭素化の推
進に資する取組に関する補助メ
ニューの追加や、補助採択要件へ
の追加など、ゼロカーボン北海道の
推進に向け、事業内容を検討するこ
と。

終了

「北海道Society5.0」の実現に向け、
引き続き、国、市町村、産業界、道
民と連携し、北海道の情報化を総合
的に推進する。

1 一般 Society5.0推進体制構築 ② 1,000 1,000 － ④ ①
オンラインで会議を実施済みであ
り、今後もさらなる見直しの検討に
努める。

○ ⑥⑦ ①
オンラインで会議を実施済みであ
り、今後もさらなる見直しの検討に
努める。

○ ①
接触機会の低減のためオンラインで
会議を実施済みであり、今後もさら
なる見直しの検討に努める。

2 一般 ＩｏＴ・データ活用推進補助 ⑦ 30,000 0 － ①,② ②

次年度に向けて、企業からの未来
技術を用いた課題解決に係る情報
提供依頼に際し、ゼロカーボンの視
点も含めて依頼するよう努める。

○ ⑦ ①
Ｉｏｔを推進する取組を実施済みであ
り、今後もさらなる見直しの検討に
努める。

○ ① 補助事業としてコロナ対策関連の取
組を対象としたものを入れている。

○

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 02101

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

ＩCＴの利活用の推進

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1／3 02101



二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1108 一般
移動通信用鉄塔施設整備事業費補
助金

②
市町村が実施する移動通信用鉄塔
等の施設整備及び整備による過疎
債等の償還金に対し補助する。

DX推進
課

75,200 77,101 4,035 1.3 1.4 2.7 98,188
現状維

持
引き続き移動通信用鉄塔等の整備
を支援する必要があるため。

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術を支える社会的・人的基盤の
整備を図るため、「北海道
Society5.0」の実現を加速させる情
報通信基盤の整備は重要であるこ
とから、取組の一層の推進を検討す
ること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

・「北海道Society5.0」の実現に向
け、引き続き、移動通信用鉄塔等の
整備を支援する。

・R3年度からオンラインによる打合
せなどを実施しており、引き続き、同
様の手法で打合せなどを行う。

1109 維持費 通信管理費（維持費） ②
平常時及び非常・災害時の通信を
確保するため、防災行政無線通信
設備の運用や維持管理を行う。

情報政
策課

507,299 507,299 2.0 0.0 2.0 522,919
現状維

持
引き続き必要な保守・管理運用を実
施

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術を活用した将来にわたり安全・
安心で豊かな社会の実現を図るた
め、行政のデジタル化の推進や道
民の利便性向上は重要であること
から、取組の一層の推進を検討す
ること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

・「北海道Society5.0」を実現するた
め、引き続き、必要な保守・管理運
用に取り組む。

・R3年度からオンラインによる打合
せなどを実施しており、引き続き、同
様の手法で打合せなどを行う。

1110 一般 防災行政無線バッテリー交換経費 ②

北海道総合行政情報ネットワーク
（防災回線）の無線設備の停電対策
として、寿命に達した蓄電池を更新
する。

情報政
策課

98,000 98,000 0.6 0.0 0.6 102,686
現状維

持
引き続き蓄電池交換が必要な設備
があるため。

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術を活用した将来にわたり安全・
安心で豊かな社会の実現を図るた
め、行政のデジタル化の推進や道
民の利便性向上は重要であること
から、取組の一層の推進を検討す
ること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

・「北海道Society5.0」を実現するた
め、引き続き、北海道総合行政情報
ネットワーク（防災回線）の無線設備
の停電対策に取り組む。

・R3年度からオンラインによる打合
せなどを実施しており、引き続き、同
様の手法で打合せなどを行う。

1111 維持費
北海道総合行政情報ネットワーク改
修事業[端末系]

②
北海道総合行政情報ネットワーク
[端末系]に係る廃局中継局の撤去
を行う。（原歌中継局）

情報政
策課

2,203 2,203 2.0 0.0 2.0 17,823
現状維

持
引き続き撤去等の対応が必要な中
継局があるため

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術を活用した将来にわたり安全・
安心で豊かな社会の実現を図るた
め、行政のデジタル化の推進や道
民の利便性向上は重要であること
から、取組の一層の推進を検討す
ること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

・「北海道Society5.0」を実現するた
め、引き続き、北海道総合行政情報
ネットワーク[端末系]に係る廃局中
継局の撤去に取り組む。

・R3年度からオンラインによる打合
せなどを実施しており、引き続き、同
様の手法で打合せなどを行う。

1112 維持費
北海道総合行政情報ネットワーク改
修事業[マイクロ無線]

②
北海道総合行政情報ネットワーク
（マイクロ無線回線）の老朽化に対
応するための更新整備を行う。

情報政
策課

305,947 2,947 1.5 0.0 1.5 317,662 終了 改修業務終了のため － ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術を活用した将来にわたり安全・
安心で豊かな社会の実現を図るた
め、行政のデジタル化の推進や道
民の利便性向上は重要であること
から、取組の一層の推進を検討す
ること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

終了 ○ ○ ○
R3年度からオンラインによる打合せ
などを実施しており、引き続き、同様
の手法で打合せなどを行う。

1113 一般
北海道総合行政情報ネットワーク改
修事業

②
北海道総合行政情報ネットワーク電
話交換機の設備更新（職員スマホ
対応を含む）を行う。

情報政
策課

305,198 0 0 1.1 0.0 1.1 8,591 終了 改修業務終了のため － ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術を活用した将来にわたり安全・
安心で豊かな社会の実現を図るた
め、行政のデジタル化の推進や道
民の利便性向上は重要であること
から、取組の一層の推進を検討す
ること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

終了 ○ ○ ○
R3年度からオンラインによる打合せ
などを実施しており、引き続き、同様
の手法で打合せなどを行う。

1114 一般
伝送用専用線設備整備事業費補助
金

②
非過疎地域における光ファイバ整備
費に対する補助を行う。

DX推進
課

81,873 0 0 1.1 1.4 2.5 19,525 終了 単年度臨時経費のため。 － ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ⑦ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術を支える社会的・人的基盤の
整備を図るため、「北海道
Society5.0」の実現を加速させる情
報通信基盤の整備は重要であるこ
とから、取組の一層の推進を検討す
ること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

終了 ○ ○ ○

・「北海道Society5.0」の実現に向
け、新型コロナの影響によりR３年度
内の事業完了が困難となった団体
を対象に引き続き次年度も事業を
実施する。

・R3年度からオンラインによる打合
せなどを実施しており、引き続き、同
様の手法で打合せなどを行う。

1115 一般 庁内Wi-Fi整備事業 ②
行政情報ネットワークのＬＡＮ配線に
ついて、本庁及び振興局の構築を
行う。

情報政
策課

944,000 0 0 1.1 0.0 1.1 8,591
現状維

持

本事業は新型コロナ感染症に係る３
密回避を柔軟かつ機動的実施でき
るよう整備するものであり、感染拡
大防止対策の観点から前倒しで実
施するものであり、R４以降は保守・
管理が主となる。

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ⑥⑦ ②

本事業は、オンライン化を進めるた
めの基盤整備事業である。なお、外
部との打合せなどの際は、オンライ
ンによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ②

本事業は、オンライン化を進めるた
めの基盤整備事業である。なお、外
部との打合せなどの際は、オンライ
ンによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術を活用した将来にわたり安全・
安心で豊かな社会の実現を図るた
め、行政のデジタル化の推進や道
民の利便性向上は重要であること
から、取組の一層の推進を検討す
ること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

・「北海道Society5.0」の実現に向
け、引き続き、本庁及び振興局にお
ける行政情報ネットワークのＬＡＮ配
線における保守・管理に取り組む。

・R3年度からオンラインによる打合
せなどを実施しており、引き続き、同
様の手法で打合せなどを行う。

1116 一般 テレワーク環境整備事業 ②
道庁基幹システム連携基盤の構
築、全職員のテレワーク環境整備な
どを行う。

情報政
策課

3,631,334 0 0 1.0 0.0 1.0 7,810
現状維

持

本事業は業務継続性を確保・強化
し感染症対策や自然災害等のリス
クにも耐えられる体制を前倒しで構
築するものであり、R４以降は保守・
管理が主となる。

－ ④ ②

外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ⑥⑦ ②

本事業は、オンライン化を進めるた
めの基盤整備事業である。なお、外
部との打合せなどの際は、オンライ
ンによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

○ ②

本事業は、オンライン化を進めるた
めの基盤整備事業である。なお、外
部との打合せなどの際は、オンライ
ンによる打合せに努めるとともに、
委託・補助事業者等に対しても同様
の取組を指令通知等で求める。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術の活用を前提とした仕組みづく
りを図るため、利用者視点でのデジ
タル化の推進は重要であることか
ら、取組の一層の推進を検討するこ
と。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

・「北海道Society5.0」の実現に向
け、構築した道庁基幹システム連携
基盤やテレワーク環境などの保守・
管理に取り組む。

・R3年度からオンラインによる打合
せなどを実施しており、引き続き、同
様の手法で打合せなどを行う。

1117 事務 ＩCＴ関連計画に関する事務 ②
北海道Society5.0推進計画、ＩCＴ部
門における業務継続計画（ICT－Ｂ
ＣＰ）の推進・管理に関する事務

DX推進
課
情報政
策課

0 0 2.0 0.0 2.0 15,620 現状維
持

「北海道Society5.0推進計画」にお
ける進捗の把握や災害発生時にお
ける情報関連業務の継続性を確保
するために必要な事務。

－ ④ ② 外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

○ ⑦ ② 外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

○ ② 外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術を活用した将来にわたり安全・
安心で豊かな社会の実現を図るた
め、行政のデジタル化の推進は重
要であることから、取組の一層の推
進を検討すること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

・「北海道Society5.0推進計画」に基
づき、道内有識者などから構成され
る「北海道Society5.0推進会議」を
設置し、産学官で連携・協働した取
組を進めるとともに、国の動きも注
視しながら、行政のデジタル化も含
めて道民生活の利便性向上に取り
組む。

・R3年度からオンライン開催やＰＣ
／タブレットなどを活用して「北海道
Society5.0推進会議」を運営してき
たところであり、引き続き、同様の手
法で会議の運営に取り組む。
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二次政策評価 二次政策評価

意　見 意見への対応状況

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I) (J) (K) (L) (M) (N) (O) (P) (Q) (R) (S) (T) (U)

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続

Ⅰ
ゼロ

カーボン

Ⅱ
Society

5.0

Ⅲ
新型

コロナ
ウイルス
感染症

次年度
方向性

重点点検事業 見直し

次年度対応内容

ACTION 結果への対応（令和４年度）

経費
区分

【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

一次政策評価

うち
一般
財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見

見直し
状況

理由及び今後の対応

重点点検事業

見直し
状況

内容 該当 対応状況視点理由
計画等
位置
づけ

計画等
位置
づけ

視点
見直し
状況

理由 該当

1118 事務 次世代社会戦略局総合調整等業務 ②

・予算・決算、文書管理、議会対応、
職員の服務・給与・福利厚生、物品
の管理など、局内管理業務に関す
る事務
・国の施策との調整に関する業務
等

DX推進
課

0 0 6.5 0.0 6.5 50,765 現状維
持

局内を総括するために必要な事務。 － ④ ② 外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

○ ⑦ ② 外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

○ ② 外部との打合せなどの際は、オンラ
インによる打合せに努める。

・北海道Society5.0の推進に向け、
国の動向や今後の方向性を踏ま
え、効果的・効率的な執行体制の構
築を進めること。

・北海道Society5.0を推進し、未来
技術を活用した将来にわたり安全・
安心で豊かな社会の実現を図るた
め、行政のデジタル化の推進は重
要であることから、取組の一層の推
進を検討すること。

・会議等におけるオンラインやタブ
レットの活用によるCO2削減や移動
時間の削減、参集範囲の拡大に向
けた取組の促進など、ゼロカーボン
北海道及びSociety5.0の推進に向
け、事業内容を検討すること。

現状維
持

○ ○ ○

・R3年度に新たに次世代社会戦略
局を設置し、国の施策との調整や予
算確保などに必要な執行体制を構
築したところであり、引き続き、国の
動向などを踏まえながら、適切な執
行体制の構築を進める。

・「北海道Society5.0」の実現に向
け、R3年度に新たに次世代社会戦
略局を設置し、国の施策との調整や
必要な予算確保などに取り組んで
きたところであり、引き続き、機会を
捉えて必要な措置を講じる。

・R3年度から国や関係団体などが
主催するオンライン会議などを積極
的に活用し、情報収集などに取り組
んだところであり、引き続き、同様の
手法で情報収集などに取り組む。

5,037,605 5,376,006 4,758,997 42.0 8.5 50.5 ■令和４年度　新規事業

北海道ドローンチャレンジ推進事業、自治体ＤＸ推進事業費、地域情報化推進対策費、地域づくり総合交付金、伝送用専用
線設備整備事業費補助金

計
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